「ながさき共感寄付」Ｑ＆Ａ
	Ｑ１：私たちの団体はＮＰＯ法人でもなく、市より指定管理で助成金を受けています。我々でも対象となるのでしょうか？
Ａ１：対象となります。ただし、寄付金をどう活用するのか明確に表示する必要があります。寄付の趣旨は団体に対してというより申請活動に対して共感するものです。助成金が少ないから補うという趣旨では寄付金が集まりにくいと思います。

Ｑ２：活動内容（助成申請額）に大きな変更があった場合は、どうするのか？（「実施要領」P6の2）
Ａ２：相談してください。申請書の変更をお願いすることになります。

Ｑ３：寄付募集に取り組む団体であることが条件となっているが、具体的イメージ（寄付の集め方等は）？（「実施要領」P2の2）
Ａ３：まずは、自分の会の会員・賛同者に趣旨を説明し、総会・イベント・行政を通じて会員の応援等により寄付募集のパンフなどを広く配布してはどうでしょうか。

Ｑ４：共感寄付の活動終了後提出する会計報告はどうなるのか？ＮＰＯ法人の事業報告書（県に提出）以外に別途作成するのであれば、事務が煩雑になるが？
Ａ４：寄付をしていただいた市民（企業・個人）などには報告する義務があるので、分かりやすい活動報告書等を工夫してください。

Ｑ５：活動を継続（１年限りではない）する場合はどうなるのか？
Ａ５：活動は１年限りではなく、継続していくことは重要と考えます。その場合、申請は毎年することになります。つまり継続申請も可能です。

Ｑ６：寄付金が申請額をオーバーした場合は？（「実施要領」P6の3）
Ａ６：団体から変更申請を提出していただき申請額を増額することが可能です。変更申請が出されない場合は、その団体に対する寄付募集を終了します。申請額以上に集まった寄付金がある場合は、その他の市民公益活動の支援に活用します。

Ｑ７：私たちはＮＰＯ法人ですが、助成金の申請に当たり団体概要の提出は必要でしょうか？
Ａ７：ＮＰＯ法人の場合、事業報告書等を長崎県に提出している場合は申請に当たり上記資料の提出は不要です。（「実施要領」P5の申請方法）なお、長崎県に事業報告書等を未提出のＮＰＯ法人は「ながさき共感寄付」の申請ができません。（「実施要領」P2の3）

Ｑ８：私たちは寄付を募集した経験がありませんが、今後寄付を募りながら活動をしたいと考えています。ＮＰＯながさきの支援があるとのことですが、詳しく教えてください。（「実施要領」P5）
[bookmark: _GoBack]Ａ８：平成２７年度は「ながさき居留地まつり」の「居留地バザール」に申請団体と一緒に出店し、共感寄付のＰＲ活動を行いました。又、市役所の記者室にて記者発表を行い、長崎新聞・西日本新聞に記事として取り上げてもらいました。さらに、各団体の実情に応じた支援活動を実施しておりますので、気軽にご相談ください。




